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・地方公共団体が行う、地方創生を推進する上で効果の高い一定の事業に対して法人が行った寄附について、法人事業税、
法人住民税及び法人税の税額控除の措置が創設されます。

・制度の対象となる寄附金について、現行の損金算入措置に加えて、下記の金額が税額から控除されます。

① 法人事業税： 寄附金額×10％ （事業税額の※20％が上限とされます。）

② 法人住民税： 寄附金額×20％ （法人住民税法人税割額の20％が上限とされます。）

③ 法人税 ： ②で控除しきれなかった金額と寄附金額×10％とのうちいずれか少ない金額

（法人税額の5％が上限とされます。)

平成２８年度 税制改正解説
法人税～地方創生応援税制の創設（企業版ふるさと納税）①

１．改正の概要

速 報
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〇地域再生法の改正法の施行の日から平成32年3月31日までの間に支出する寄附金について適用される。

※ 平成29年4月1日以後に開始する事業年度については、事業税額の15％が上限とされます。

寄附金額

法人税 法人の自己負担部分
事業税
住民税

住民税
（20％の税額控除）

事業税
（10％）

損金算入による
負担軽減

法人税 法人の自己負担部分
事業税
住民税

住民税
（上限）

事業税
（10％）

法人税
から控除

新たな
税額控除

【税額控除のイメージ図】

所得が

大きい法人

所得が

小さい法人

（従前どおり、地方公共団体に対する寄附金については、全額が損金の額に算入されます。）
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法人税～地方創生応援税制の創設（企業版ふるさと納税）②

速 報

・対象となる寄附金は、改正後の地域再生法に規定される予定であり、認定地域再生計画に記載された同法の地方創生
推進寄附活用事業（仮称）に関連する寄附金とされている。

対象となる地方公共団体 ： 地方版総合戦略を策定する都道府県・市町村

※三大都市圏にある地方交付税の不交付団体である都道府県・市町村は対象外

※法人の主たる事務所が立地する地方公共団体に対する寄附は対象外

対象事業 ： 地方版総合戦略に位置づけられた、地方創生を推進する上で効果の高い事業

※対象事業について地域再生計画を作成し、国から認定を受ける仕組みとされている。
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２．実務上の留意点

３．今後の注目点

・法人の所得金額等の状況によっては、税額控除の金額の合計額が異なる可能性があるため、留意が必要である。

・控除の上限額に達する場合に、翌事業年度以降の事業年度への繰越制度が設けられるかどうか、留意が必要である。

・地域再生法の改正の施行日から適用される制度であるため、当該施行日の確認が必要である。

・改正後の地域再生法に規定される予定である、当該制度の対象となる寄附金についての確認が必要である。

【参考】 対象となる寄附金について


